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第１章 総則 

 

（目的） 

第１条 この計画は、災害対策基本法（昭和36年法律第223号）第39条第１項及び南海

トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法（平成14年法律第92号）第

５条第１項の規定に基づき、独立行政法人都市再生機構（以下「機構」という。） が

災害対応の総合的かつ有機的な推進を図り、社会基盤の維持に資することを目的とす

る。 

 

（基本方針) 

第２条 機構は、本計画の実施に当たり、国、地方公共団体その他関係諸機関（以下「関

係機関」という。）と相互に連携を図りながら、災害対応を遂行する。 

 

（計画の修正） 

第３条 この計画は、災害に関する経験と対策の積み重ね等により随時見直されるべき

性格のものであり、必要に応じて修正を加えてゆくものとする。 

 

 

第２章 災害に対する体制の確立 

 

（総合災害対策本部の設置） 

第４条 日本国内において、震度６弱以上の地震等の大規模な災害が発生した場合、ま

たは復旧に係る支援要請の見込みがあると判断される災害が発生した場合、理事長

の指揮の下、機構全体で組織的に災害対策業務を行うために、本社に総合災害対策本

部を設置する。 

 

 



第３章 災害対応支援 

 

（被災建築物応急危険度判定士等の派遣) 

第５条 機構は、国から地震により被災した建築物の危険度を判定する職員等の派遣要

請があったときは、業務遂行上特段の支障がない限り、必要な支援に努めるものとす

る｡ 

 

（被災宅地危険度判定士等の派遣） 

第６条 機構は、国から地震、豪雨等により被災した宅地の危険度を判定する職員等の

派遣要請があったときは、業務遂行上特段の支障がない限り、必要な支援に努めるも

のとする。 

 

（国等からの協力要請への対応) 

第７条 機構は、国又は地方公共団体等から、地域防災計画等に定める災害対応の実施

及び災害発生後の復旧支援のため、協力要請があったときは、業務遂行上特段の支障

がない限り、次の各号に掲げる協力をすることができるものとする。 

一 応急仮設住宅建設支援要員の派遣 

二 その他応急的に必要とされる要員の派遣 

 

（情報の収集及び伝達） 

第８条 機構は、関係機関と情報収集や伝達について、あらかじめ連絡窓口を定めてお

くとともに、関係機関との連絡に配慮し、災害時優先電話を設置するとともに、中央

防災無線の整備を図るものとする。 

 

（職員の安全確保について） 

第９条 機構は、独立行政法人都市再生機構本社緊急時対応計画において、職員の安全

確保及び安否確認について定めるものとする。 

 

（南海トラフ地震臨時情報等に基づく対応） 

第10条 機構は、南海トラフ地震臨時情報（調査中）、同（巨大地震警戒）若しくは同

（巨大地震注意）が発令されたときは、関係機関と情報収集や伝達を行い、災害対応

支援に備えるものとする。 

 

 

第４章 防災への取組 

 

（職員の災害対応支援研修、訓練等の実施) 

第11条 機構は、機構職員に対し、適時、機構の災害対策の方針、関係者の意識及び行



動の在り方、災害対応の専門的・技術的な手法等に係る適切な研修並びに災害時の通

報及び伝達、防災及び防火、大規模地震対策、避難その他防災対策上必要な訓練等を

実施し、機構職員の防災意識、防災能力等の向上に努めるものとする｡  

 

（災害対応支援要員等の確保） 

第12条 機構は、大規模災害に係る国等からの支援要請に対し、迅速に復旧支援を実施

するため、要員、資材及び物資を平時から確保するものとする。 

 

（国等が行う啓発活動への協力） 

第13条 機構は、国等が行う防災等の啓発活動に積極的に協力するものとする。 

 

（関係機関との関係構築） 

第14条 機構は、大規模災害に係る国等からの支援要請に備え、平時から関係機関と関

係構築に努めるものとする。 

 

 

 

 


